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財政再建推進計画実施手順書について 

 

 

現在の本市の危機的な財政状況から、行財政改革は、一刻の猶予も許されない取組

であり、特に自治体の自主性を著しく損ねる財政再建団体への転落阻止と行財政の体

質改善を進めるためには、財政再建推進計画の改革改善項目を基本に、平成１５年度

から間断なくその取組を進めていかなければならない。 

こうした認識のもと、次の３つの考え方を基本的な柱と位置付け、財政再建推進計

画の完全実施を行う。 

 

 

１ 改革の主体的取組と改革意識の推進 

 

改革改善項目の抽出と実践は、事業所管部局の主体的な改革改善行動を基本とし、

改善目標及び目標を達成するための手段、日程、責任を明示した文書記録を作成し、

改善実施に努めるものとする。 

また所管組織にとらわれることなく、効果が見込まれる提案については積極的に施

策化するなど、職員の改革意欲の高揚に努めるとともに、全庁的な改革運動を展開し

ていく。 

 
 
２ ローリングによる継続的改善 

 

改善項目については、各年の目標設定額と実効果額との比較分析、取組に対する組

織の評価をまとめ、年次、ローリングによる進行管理にあわせた計画の継続的改善を

進める。 

計画の見直しは適正な運用管理のもと、収支見通しの時点修正に応じ、次年度以降

に所要の調整を図ることとする。 

施設の統廃合をはじめ現時点での未調整課題の解決を図りながら、実効性のある取

組をめざす。 

 

 

３ 市民への説明と透明性の確保 

 

改革改善の推進にあたっては、市民全体のコンセンサスを得るため広く市民の意見

を聞き、行政の透明性と信頼の確保に努め、地域の活性化や市民の市政への参画を促

す仕組づくりの視点をより重視することとする。 

１ 
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１ 組織と人的体制 

 

 

（１）財政再建推進計画（以下「再建計画」という。）の効果的かつ主体的な取組の

ために、役割・責任・権限を文書化し、全職員に伝達する。 

（伝達の方法は、５ 伝達・報告、要望に対する受付（庁内外の情報交換）を

参照） 

 

（２）再建計画の推進体制を別紙１に示す。 

 

（３）役割責任権限一覧を別紙２に示す。 

 

（４）財政再建推進本部設置要綱を別紙３に定め、事務局を財務部財政課に置く。 

 

２ 目標達成の点検と見直し 

 
（１）点検と見直しの時期 

再建計画の点検と見直しは年２回行う。 
（第１次） 新年度予算編成時 ２月 

（第２次） 出納閉鎖後の決算確定処理時 ７月 

 

（２）ＰＤＣＡサイクルを基本とする計画管理 

  ①計画の策定 ＜ＰＬＡＮ＞ 
この計画の主要部分である改善項目の抽出は各担当が主体的に行い、各担当は

改革を実現するための手段・目標を明確にし、「運用管理記録」（様式１）を作成

する。 
改善項目を新規に設ける場合は「事務事業による改善項目(新規)」（様式２）に

より追加を行う。 
 

効果的な実施と取組の主体性を高めるために、役割、責任及び権限を定め、伝達の

方法等を明記し、財政再建推進計画の実施及び管理に不可欠な人的体制を示す。 

改革改善項目（以下「改善項目」）を定期的に点検し、再建計画の見直しを行うた

めの手順を以下に示し、文書化する。 

２
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計画は財政課によって現在の財務状況等を踏まえた上で取りまとめ、本部会議

によって審議され、財政再建推進総括者である市長により決定される。なお、計

画については、ホームページ、広報等により公表を行う。 
 

②計画の実施と運用 ＜ＤＯ＞ 

この計画を推進するため、財政再建推進実行責任者である助役の指示のもと、

全職員がこの計画にある各改善項目の目標を達成するよう努力する 
 
③運用管理結果の評価 ＜ＣＨＥＣＫ＞ 

毎年２月、各担当は改善項目ごとに予算査定後の数値を「運用管理記録」(様
式１)に記録し、担当課長、所属長が評価を行うものとする。（第１次点検） 
また、決算確定時、担当は決算後の数値をすみやかに「運用管理記録」(様式

１)に記録し、担当課長に報告する。報告を受けた担当課長は達成状況の評価を

行い、さらに所属長も評価を行う。（第２次点検） 
目標に達しなかった項目については、その原因及び当該項目についての今後の

見通しを「運用管理記録」(様式１)に明記し、担当課長及び所属長の評価を受け

る。 

財政課は各所属からの「運用管理記録」(様式１)のとりまとめを行うとともに、

各記録について所見を付することができる。 

 

④計画の見直し ＜ＡＣＴＩＯＮ＞ 

本部会議は財政課がとりまとめた「運用管理記録」(様式１)の内容及び決算評

価を検討し、計画の継続的な改善の見直しを行う。この会議の結果は、事務局で

ある財政課が記録する。 

見直しに関しては市民との情報の共有化を促進し、意見の把握、反映が行える

仕組みを取り入れる。 

本部会議で審議され見直された再建計画は市長により決定され、本部会議はこ

れを公表する。 

 
以上の一連の手順を別紙４に図示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３
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３ 投資的事業費の取扱 

 
（１）中期実施計画書の提出とサマーレビュー 

毎年５月末までに国・県要望に先立って、各事業部局において中期実施計画書

（様式３、４）に優先順位を明記した上でまとめ、経営戦略室へ提出する。経営戦

略室と財政課は各担当課と前年報告数値との比較を中心にヒアリングを行い、８

月末までに建設事業費の中期実施計画書をまとめる。 

以上の一連の手順を別紙５に図示する。 
 
（２）事業採択 

経営戦略室長は中期実施計画書をまとめるに当たって、緊急を要するものは、

最優先に、必要に応じて優先順位をつけ実施する。同順位のものは、市全体の長

期の整備計画に位置付けその中で実施する。 

 

（３）事業評価 

経営戦略室長は新規事業の採択に当たっては、事業評価の中で事前評価を導入

する。継続事業については過去の事業実績と事後評価を中期実施計画に反映させ

る。 

  

（４）採択事業の公表と調整 

中期実施計画書は、策定後、速やかに公表し、施策の必要性、優先順位を検証し、

所要の調整を行う。市民、各種団体、議員、事業所等からの要望については、「５ 

伝達・報告、要望の受付」で示すとおり、内容について記録し、公表を前提に施策

決定の参考とする。また必要に応じて市民意見の把握、反映できる仕組みを新たに

取り組む。 

 

（５）投資的事業の予算査定 

財政課長は、予算編成時に決算時８億円以内を達成するために、査定を行い、同

時に、建設事業充当の起債を５億円以内に抑制する。 

 
（６）決算と評価 

財政課長は、決算確定後に地方財政状況調査に基づき（交付金は別扱い）、投資

的事業費に占める一般財源の検証を行う。数値の確定後、財政課長は本部会議に報

告し、承認を得る。本部会議は、評価と数値の公表を行い、乖離が生じた場合は、

その原因を明らかにする。 

最低限必要と見込まれる一般財源を毎年決算額で８億円以下に抑制し、中期実施計

画の適正な進行管理と計画的な５ヵ年の投資的事業の執行手順を次に示す。 

４
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４ 自覚・教育 

 

（１）自覚教育 

次に示した内容を全職員に自覚させるため、年に１回以上「自覚教育研修」（以

下「研修」という。）を行う。 

 

（２）全職員に自覚させる項目 

職員の意識改革を促す下記の内容 
①職員一人ひとりが財政再建の当事者としての認識を深めること。 

②ムリ、ムダ、ムラのない効率的な行政運営を心掛け、最小の経費で最大の効果 

を得ること。 

③市民のニーズを的確に把握し、常に満足度の高い行政サービスを提供すること。 

④財政再建推進本部（以下「本部会議」という。）で決定された計画を推進する

ため、各所属長の指示のもと、全職員がこの計画にある各改善項目の目標を達

成するよう努力すること。 
 

（３）研修の区分 

研修名称 対象者 実施時期 研修実施者 

新入職員研修 新入職員 ４月 総務部長 

一般研修 一般職員 随時（１年に１回） 総務部長 

管理職研修 管理職員 随時（１年に１回） 総務部長 

部内研修 部内の対象者 随時 各所属長 

 

（４）研修実施者 

・研修実施者は上記区分にごとに年間の研修実施計画書を作成する。 

・研修実施者は研修実施記録（様式５）を作成し、研修記録を保管する。 

 

 

 

職員一人ひとりが財政再建の当事者としての認識と効率的な行政運営を身につ

けていることが必要である。それらをどのように身につけるか、その手順を示す。

５
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関連部局の所属長 

担当者 担当課長 財政課 財政再建推進 
本  部  長 

所属長 

５ 伝達・報告、要望に対する受付 

 

 

 

 

（１）庁内における情報交換 

所属間及び階層間の情報伝達及び報告は、下表に示した方法で文書又は電子文書

によって行う。 

所属分 名  称 実施日時 内  容 

財政再建推進本部会議 
本部長が必要と認める

とき 
再建計画全体事項の審議 

政策会議 
毎週月曜日 

（休日のときは翌日） 
全職員周知事項 

管理職会議 随時 全職員周知事項 

管理担当課長会議 総務部長が定める日 全職員連絡調整事項 

所属間 

その他調整会議 随時 部内・課内職員周知事項 

課内会議・回覧 随時 課内職員周知事項 
階層間 

ＬＡＮによる周知 随時 課内職員周知事項 

 

（２）外部との情報交換 

予算を伴う要望、改善項目に対する是正措置の要望等、再建計画の実施について、

外部（市民、議会）から問い合わせがあった場合には、問い合わせを受けた職員が

「要望等受付記録（様式６）」に記入し、課長に文書報告する。報告を受けた課長

は、問い合わせ内容に関連する課長と検討の上対応し、所属長の審査を得て、財政

合議の後、財政再建推進本部長の承認を受ける。ただし、予算を伴う要望事項の確

約は当該文書の決裁ではなく、予算措置、事業評価等の決定事項に基づかなくては

ならない。 

＜要望等受付書のフロー図＞ 

 

 

 

市民、団体、事業者等の意見、要望、提案等については、文書化して報告すると

ともに、各所属間、階層間の伝達及び報告を確実に行うための手順を示す。 

要望書に対する決裁は予算措置や事業評価の

ための参考資料として位置付けるものであっ

て、予算措置を確約する性質のものではない。

６
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別紙１ 推進体制図 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政再建推進本部会議 
 

本部長 ：市 長（財政再建推進総括者） 

副本部長：助 役（財政再建推進実行責任者）

本部員 ：各所属長 

＜事務局 財務部財政課＞

総 務 部 

秘書課 

総務課 

情報政策課 

まちづくり課

市民参画課 

 

市民福祉部 

市民課 

国保健康課 

長寿介護課 

社会福祉課 

人件推進課 

 

建設経済部 

施設管理課 

商工観光課 

農林・食材課

地籍用地課 

地域整備課 

都市計画課 

生活環境部 

業務管理課 

上水道課 

下水道課 

環境課 

衛生ｾﾝﾀｰ 

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 

会 計 室 消 防 本 部

消 防 署 

総務課 

予防課 

警防課 

救急指導課 

南分署 

北分署 

教育委員会 

教育総務課 

市史･文化財

室 

学校教育課 

幼児対策課 

体育保健課 

生涯学習課 

図書館 

議会事務局 

 

選挙・監査・

公平委員会 

 

農業委員会 

 

土地開発公社 

 

都市施設公社 

行 財 政 改 革 調 査 検 討 委 員 会

特 別 職 報 酬 等 審 議 会

公 共 料 金 問 題 審 議 会

実 行 組 織 

検 査 官 

財 務 部 

財政課 

管財課 

税務課 

収納課 

経営戦略室 
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別紙２ 役割・責任・権限一覧表 

役  職 職   務 

財政再建推進本部会議 

計画及び手順書を決定及び見直すための審議を行うこと。 

決定及び見直された計画(手順書含)を公表すること。 

財政再建推進計画の進捗状況を検証し、その結果を公表すること。 

市  長 

財政再建推進計画の総括者 

財政再建推進本部会議の本部長 

財政再建推進計画の実施及び管理に不可欠な人的体制を確保すること 

計画及び手順書を決定する 

計画及び手順書の見直しを決定する 

要望等受付記録の承認 

助  役 

財政再建推進計画の実行責任者 

財政再建推進本部会議の副本部長 

見直しに必要な資料及び情報を収集すること 

各所属長 

実行責任者のもと、計画を実施、推進する。 

自覚教育研修の実施 

研修実施記録の作成及び保管 

要望等受付記録の審査 

運用管理記録の評価 

各課長 

各所属長のもと、計画を実施、推進する。 

運用管理記録の評価 

要望等受付記録を検討し、問い合せ内容に関連する課長と協議する。 

一般職員 

各課長のもと、この計画にある各改善項目の目標を達成するよう努力する 

新たな改善項目の提案 

運用管理記録の作成（第１・２次点検の実施） 

要望等受付記録の作成 

財務部財政課長 
中期実施計画書を策定し、公表する。 

中期実施計画のヒアリングを行うこと。 

財務部財政課長 

（事務局） 

財政再建推進計画に関する一般事務を行う。 

財政再建推進本部会議の結果を記録する。 

運用管理記録の取りまとめ 

予算確定時及び決算時の評価 

中期実施計画書のヒアリングを行うこと。 

要望等受付記録の合議 
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別紙３ 

   加西市財政再建推進本部設置要綱 

         

 （設置） 

第１条 財政再建の推進を図るため、加西市財政再建推進本部（以下｢本部｣という。）を置く。 

 （所掌事務） 

第２条 本部の所掌事務は、次のとおりとする。 

 (1) 財政再建計画の策定及び推進に関すること。 

 （組織） 

第３条 本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。 

２ 本部長は、市長をもって充てる。 

３ 副本部長は、助役をもって充てる。 

４ 本部員は、所属長をもって充てる。 

 （本部長及び副本部長） 

第４条 本部長は、本部を統括する。 

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故あるときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第５条 本部会議は、本部長が必要に応じて召集し、本部長が議長となる。 

 （意見等の聴取） 

第６条 本部会議は、その所掌事務を遂行するため、本部員以外の者の出席を求め、 説明又は

意見を聴くことができる。 

 （庶務） 

第７条 本部の庶務は、財務部財政課において処理する。 

 （補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は本部長が定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年５月２９日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 
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別紙４ 年間スケジュール ＜目標達成の点検と見直し＞ 

 

 実施項目 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ 

PLAN 予算編成           ①  

 「事務事業にかかる改善項目」(新規)の抽出             

 予算審議             

DO 予算の執行             

CHECK 予算確定時の評価             

 運用管理記録の作成(第１次点検)           ② 

 予算の評価(財政課)            ③ 

 決算時の評価             

 運用管理記録の作成(第２次点検)   ④         

 決算の評価(財政課)     ⑤        

 決算の審議             

ACTION 財政再建推進本部会議の開催(計画の修正を審議)      ⑥      ⑦ 

 

【注釈】①N年度（第１次点検）及び N－１年度（第２次点検）を踏まえ N年度の予算を作成する 

②N＋１年度予算確定時の点検 

③N＋１年度の予算状況について評価を行う。 

④N－１年度決算後の点検 

⑤N－１年度の決算状況について評価を行う。 

⑥N－１年度決算時の第２次点検の結果を審議し、必要に応じて計画の見直しを行う。 

⑦N＋１年度予算確定時の第１次点検の結果を審議し、必要に応じて計画の見直しを行う。 

N+1 年度 

N 年度 

N+1 年度 

N-1 年度 
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別紙５ 年間スケジュール ＜投資的事業費の取扱＞ 

 

実施項目 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ 

予算編成       
 

     

予算審議            
 

建設事業費の中期実施計画書の策定             

 中期実施計画書の提出  
 

          

 経営戦略室・財政課によるヒアリング   
 

         

 中期実施計画書の決定     
 

       

 中期実施計画書の公表・調整      
 

      

 
 


